
1 
 

   

平成 26 年 1 月 24 日 

各 位 

 

 

 

 

 

                                              

 

 

 

当社連結子会社間の合併および存続会社の商号変更に関するお知らせ 

 

 

当社は平成 26 年 1 月 24 日開催の取締役会において、当社 100％出資子会社 3 社（日本ゼニスパイプ株式会

社・株式会社ハネックス・羽田コンクリート工業株式会社）の、平成 26 年 4 月 1 日付の合併と、同日付で存続会社の

商号を「ゼニス羽田株式会社」に変更することを決議致しましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 合併の目的 

本合併により、事業運営体制の強化と、経営効率の一層の効率化を図るものであります。 

 

２． 合併の要旨 

(1) 合併の日程 

当社の合併方針取締役会決議日 平成 26 年 1 月 24 日 

合併承認取締役会（当事会社） 平成 26 年 1 月 24 日 

合併承認株主総会（当事会社） 平成 26 年 1 月 24 日 

合併契約締結日 平成 26 年 1 月 24 日 

合併期日（効力発生日） 平成 26 年 4 月 1 日（予定） 

 

(2) 合併の方式 

日本ゼニスパイプ株式会社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社ハネックスと羽田コンクリート工

業株式会社は解散致します。 

 

(3) 合併による割当の内容 

合併当事会社は当社 100％出資子会社であるため、合併比率の取り決めはありません。 

また、本合併による新株式の発行および資本金の増加ならびに合併交付金、その他一切の対価の交付

を行いません。 

 

(4) 消滅会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取り扱い 

該当事項はありません。 

 

会社名 ゼニス羽田株式会社 

代表者名 代表取締役社長 塩見 昌紀 

      (コード 5289) 東証第 2 部 

問合せ先 取締役 髙根 総 

ＴＥＬ 03（3556）2801 
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３． 合併当事会社の概要 

存続会社 消滅会社

１． 商号
日本ゼニスパイプ

株式会社
   株式会社 ハネックス

羽田コンクリート工業
株式会社

２． 設立年月日 昭和10年4月29日 昭和16年4月4日 昭和9年12月23日

３． 本店所在地
東京都千代田区麹町

5-7-2
東京都千代田区麹町

5-7-2
東京都千代田区麹町

5-7-2

４． 代表者役職・氏名
      代表取締役社長
             塩見 昌紀

      代表取締役社長
          仙波 不二夫

      代表取締役社長
                仙波 昌

５． 事業内容 コンクリート二次製品製造 コンクリート二次製品製造 コンクリート二次製品製造

６． 資本金 100百万円 100百万円 100百万円

７． 株主 ゼニス羽田株式会社100％ ゼニス羽田株式会社100％ ゼニス羽田株式会社100％

８． 直前事業年度の財政状態及び経営成績（平成25年3月31日現在）

純資産 2,372百万円 3,554百万円 196百万円

総資産 7,032百万円 8,617百万円 4,598百万円

1株当たり純資産 326.08円 109.34円 37.03円

売上高 5,075百万円 5,412百万円 6,439百万円

営業利益 445百万円 23百万円 82百万円

経常利益 481百万円 171百万円 52百万円

当期純利益 335百万円 △ 750百万円 15百万円

46.15円 △ 23.08円 2.88円1株当たり当期純利益

 

４． 存続会社の商号変更 

存続会社である日本ゼニスパイプ株式会社は、本合併の効力が生じることを条件として、合併効力発生日で

ある平成 26 年 4 月 1 日付で、商号を「ゼニス羽田株式会社」に変更致します。 なお、本変更により当社と合

併後の会社の商号が同一となりますが、当社は平成 26 年 6 月開催予定の定時株主総会の決議により商号

を変更する予定であります。 

当社の商号変更の詳細につきましては、決定次第お知らせいたします。 

 

５． 合併後の状況 

１． 商号 ゼニス羽田株式会社 

２． 本店所在地 東京都千代田区麹町 5-7-2 

３． 代表者役職・氏名 代表取締役社長 塩見  昌紀 

４． 事業内容 コンクリート二次製品製造 

５． 資本金 100 百万円 

６． 決算期 3 月 

７． 株主 ゼニス羽田株式会社（当社） 100％ 

 

６． 今後の見通し 

本合併は当社 100％出資子会社同士の合併であるため、当社の連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以 上 


